
山口市高齢者生活支援訪問サービス事業実施運営要綱 

 

（目 的） 

第１条 この要綱による山口市高齢者生活支援訪問サービス事業（生活管理指導員派

遣事業）（以下「本事業」という。）は、高齢者等に対し、日常生活上の援助を行う

とともに、日常生活における生活管理の指導を行うことにより、自立した生活の継

続を可能にし、要介護状態への進行を防止することを目的とする。 

（事業主体） 

第２条 本事業の事業主体は山口市とする。この場合において、本事業の運営のうち

利用者及び事業内容の決定を除き、本事業の運営の一部を適切な事業運営が確保で

きると認められる社会福祉法人等に委託することにより実施するものとする。 

（運営主体） 

第３条 本事業の運営主体は、前条の規定により本事業の実施を受託した社会福祉法

人等（以下「受託法人等」という。）とする。 

（対象者） 

第４条 本事業の対象者（以下「対象者」という。）は、原則として、介護保険（介護

保険法（平成９年法律第１２３号）第２条に規定する介護保険をいう。以下同じ。）

の対象とならない市内に居所を有する在宅のおおむね６５歳以上のひとり暮らし

の高齢者又は高齢者のみの世帯（これに準ずる世帯を含む。）で本事業を利用する

ことにより在宅での生活の維持、継続が可能であると認められる者又は日常生活に

おける金銭管理、不衛生状態の解消等生活管理についての指導、近隣住民との関係

構築若しくは関係機関との連絡調整の必要な者であって、次の要件のいずれかに該

当する者とする。 

（１）身寄りがない、あるいは、あってもその身寄りが高齢等の家庭環境の面から身

の回りの世話などが期待できないため、社会的支援が必要な者 

（２）虚弱で日常生活に不安がある高齢者で要介護状態に陥らないために保健福祉サ

ービス等が必要な者 

２ 前項の規定にかかわらず、山口市基幹型地域包括支援センター（介護保険法第１

１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、山口市が設置した統括機能をも

つものをいう。）に設置される包括ケア会議（以下「包括ケア会議」という。）にお

いて、特に生活管理指導員の派遣が必要と認められる場合にあっては、介護保険の

要介護認定を受けている者について本事業の利用を妨げないものとする。 

（利用の申請） 

第５条 第１０条第１項第１号に掲げる事業を利用しようとする者（以下「利用申請

者」という。）は、別に定める申請書により、市長に対し申し出しなければならな

い。 

２ 前項に規定する本事業の利用申請の手続きは、山口市の各地域包括支援センター

（介護保険法第１１５条の４６に規定する地域包括支援センターで、各圏域に設置

されたものをいう。以下「包括支援センター」という。）の職員において代行する

ことができる。 

（本事業の利用、決定） 

第６条 市長は、本事業の利用について、前条の規定により利用申請者から利用の申

請があったとき又は包括支援センター、民生委員等の高齢者の在宅福祉にかかわる



関係機関等からの申し出により、包括ケア会議を活用し、その者の実態を調査の上、

速やかにその利用の必要性について検討し、利用の可否について決定しなければな

らない。 

（個別生活援助計画） 

第７条 受託法人等は、第１１条に規定する対象期間を踏まえた対象者のサービス利

用計画（以下「個別生活援助計画」という。）を作成し、管理するものとする。 

２ 個別生活援助計画は、次条に規定する生活管理指導員が包括支援センター等関係

機関と調整の上、作成するものとする。 

（生活管理指導員） 

第８条 受託法人等は、第１条の目的を達成するため、生活管理指導員を置き、その

体制整備に努めなければならない。 

２ 前項の生活管理指導員は、介護福祉士、社会福祉士、看護師、保健師、栄養士、

ホームヘルパー研修過程２級以上の研修修了者をもって充てなければならない。 

３ 生活管理指導員は、あらかじめ対象者毎に個別生活援助計画を作成し、常に対象

者の状況把握に努め、その指導内容、効果等について記録しなければならない。 

４ 生活管理指導員は、対象者の状況、指導内容、効果等について、随時又は定期的

に包括支援センターに報告しなければならない。 

（台帳整備） 

第９条 市長は、第６条の規定により利用決定したときは、その利用状況等必要な事

項について別に定める様式により整備するものとする。 

（事業内容） 

第１０条 本事業による援助内容は、おおむね次のとおりとする。 

（１）家事に対する支援・指導 

  ア 調理 

  イ 外出時の援助 

  ウ 食事、食材の確保 

  エ 寝具等の洗濯、日干し 

  オ 家屋内の整理整頓 

  カ その他市長が必要と認めること 

（２）日常生活管理指導及び生活管理において必要な援助 

  ア 金銭管理 

  イ 不衛生状態の改善 

  ウ 対人トラブルの解消 

  エ 調理 

  オ 食事、食材の確保 

  カ 寝具等の洗濯、日干し 

  キ 家屋内の整理整頓 

  ク その他市長が必要と認めること 

２ 前項第１号の援助内容においては、別に定める山口市家事援助サービス事業実施

要綱との併用はしないものとする。 

３ 同条第１項第１号と第２号に規定する援助の併用はしないものとする。 

 

（実施要件） 



第１１条 前条第１項第１号の対象期間は、介護保険法第１８条の保険給付を受給す

ることとなったとき又は包括ケア会議において不要若しくは第１条の目的を達成

したと認められたときをもって終了とする。 

２ 前条第１項第２号の対象期間は、２月間を限度とする。 

３ 本事業の実施は、利用者１人につき１週間当たり６時間までを限度とする。 

（委託料） 

第１２条 本事業を委託した場合の委託料の基準額及び委託料の請求の方法について

は、別に締結する委託契約書により約定するところによる。 

（利用者負担） 

第１３条 利用者は、第１０条第１項のサービスの利用時間に相応して、その実費相

当額を負担するものとする。 

（１）家事に対する支援・指導は、利用者１人当たり１時間につき金２３０円とする。 

（２）日常生活管理指導及び生活管理において必要な援助は、無料とする。 

２ 受託法人の長は、前項に規定する実費相当額を利用者から徴収するものとする。 

（評価及び報告） 

第１４条 受託法人等は、本事業の利用者について、一定期間を目安に事前アセスメ

ント、事後アセスメントをまとめ、目標の達成、客観的な運動機能や栄養・口腔状

態の変化、健康関連ＱＯＬの変化等を包括支援センターに報告しなければならない。 

（帳簿等の整備等） 

第１５条 受託法人等は、本事業に係る利用実績について証する帳簿類のほか本事業

の運営及び経理に関し、必要な帳簿等を常に整備しておかなければならない。 

２ 前項の帳簿等の保存期間は、５年とする。 

（その他） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、本事業の施行に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行日前に、合併前の山口市高齢者生活支援訪問サービス事業（生活

管理指導員派遣事業）実施運営要綱（山口市制定）、小郡町生活管理指導員派遣事

業実施要綱（小郡町制定）、秋穂町生活管理指導員派遣事業実施要綱（秋穂町制定）、

阿知須町生活管理指導員派遣事業実施要綱（阿知須町制定）、又は徳地町生活管理

指導員派遣事業実施要綱（徳地町制定）の規定によりなされた決定その他の行為に

ついては、この要綱の相当規定により既になされたものとみなす。 

   附 則 

 この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

 



   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は平成２２年１月１６日より施行する。 

 （経過措置） 

２ 阿東町の編入の日の前日までに、編入前の阿東町在宅福祉事業実施要綱（阿東町

制定）の規定によりなされた決定その他行為については、この要綱の相当規定によ

り既になされたものとみなす。 

 （経過措置） 

３ 平成２１年度に限り、編入前の阿東町の区域における利用者負担額については、

第１３条第１項の規定にかかわらず、利用者１人当たり１時間につき金１８０円と

し、生活保護世帯の者については免除とする。 

   附 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 


